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【第１章 首都圏をめぐる最近の動向】 
 首都圏の近年の動向の中で、特徴的な事柄や圏域整備に資する施策につ

いて記述。 

 

第１節 首都圏における人口・居住の動向 

 

１ 首都圏の人口動向 

（１）北関東３県と山梨県の人口動向 

北関東３県と山梨県の４県の人口増減率は地方圏と比較して高い数値を維持

している。交通インフラ整備の着実な進捗により東京圏（１都３県）とのつな

がりが堅持・促進され、人口の増減率が比較的高くなっているものと考えられ

る。 

しかし各県内人口は全体的・平均的に推移しているのではなく、都市間で人

口の増減率に差が見られる（図表 1-1-1、図表 1-1-2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①群馬県の状況 

 群馬県全体では平成 14 年から 19 年の５年間で人口が 0.8％減少した。県北・

図表 1-1-1 群馬県、栃木県の人口増減率（平成 14 年→平成 19 年） 

注：平成 19 年 10 月 1 日現在の状況。 

資料：各県統計主管課による推計人口より国土交通省国土計画局作成 

 

凡例 

：＋6.0％～       ：0.0％～ －3.0％ 

：＋3.0％～＋6.0％   ：－3.0％～－6.0％ 

：0.0％～＋3.0％     ：－6.0％～ 

：高規格幹線道路（高速道路） 

：新幹線 

：ＪＲ在来線 

群馬県 栃木県 
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県南の都市の人口減少率が大きく、交通結節点である高崎市周辺の狭隘な平地

に人口が集まる傾向が強くなっている。 

 

②栃木県の状況 

栃木県全体では平成 14 年から 19 年の５年間で人口が 0.2％増加した。４県の

中で唯一人口を増やしている。県中央に広がる北部平地・中部平地を縦断する

交通インフラの沿線都市に人口が集まっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③茨城県の状況 

茨城県全体では平成 14 年から 19 年の５年間で人口が 0.7％減少した。つくば

エクスプレス沿線、常陸那珂港、鹿島港周辺の３地域 10 都市の人口が増加する

一方、その他の 34 都市の人口が減少した。４県の中でも人口の偏在が顕著であ

る。 

 

④山梨県の状況 

山梨県全体では平成 14 年から 19 年の５年間で人口が 1.2％減少した。４県の

中では最も人口減少率が高い。他県のように突出して人口を伸ばしている都市

注：平成 19 年 10 月 1 日現在の状況。 

資料：各県統計主管課による推計人口より国土交通省国土計画局作成 

 茨城県  山梨県  

凡例 

：＋6.0％～       ：0.0％～ －3.0％ 

：＋3.0％～＋6.0％   ：－3.0％～－6.0％ 

：0.0％～＋3.0％     ：－6.0％～ 

：高規格幹線道路（高速道路） 

：新幹線 

：ＪＲ在来線    （ ：つくばエクスプレス） 

図表 1-1-2 茨城県、山梨県の人口増減率（平成 14 年→平成 19 年） 
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はないが、甲府盆地に位置する都市に人口が集まる傾向が見られる。図におい

て富士河口湖町の人口増加率が高くなっているが、これは平成 17 年に新たに設

立された大学の学生の転入によるものである。 

 

（人口増加都市の事例） 

 栃木県さくら市は、宇都宮市と大田原市へのアクセスが良く、これらの地域

に立地する企業や市内のさくら市喜連川工業団地への通勤者のベッドタウンと

して着実に人口を増やしている。民間による宅地開発が盛んで、近隣の宇都宮

市と比較して住宅に割安感があることから子育て世代の転入が多い。また、平

成 19 年 10 月の喜連川社会復帰促進センターの開所や自動車産業の研究所の立

地が予定されるなど、さらなる人口増加が期待できる状況となっている。 

 

（２）１都３件の人口動向 

 １都３県の人口は、平成 14 年から 19 年の５年間で、全ての都県で増加して

おり、全体で約 2.9%増加している。 

 

２ １都３県の住宅取得環境の変化 

（１）地価の上昇に伴うマンション価格と供給戸数の減少 

 平成 19 年地価公示において、郊外（近隣３県及び多摩地域）の住宅地の地価

が上昇に転じ、都区部も含め１都３県全域で上昇となった。平成 20 年地価公示

においても、都区部の上昇率は僅かに縮小し、調整の動きがみられるものの、

その他の地域では拡大しており、地価の上昇傾向は続いていると考えられる。 

 地価の上昇に伴って、マンションの価格も平成 19 年に入ってから上昇基調で

推移している（図表 1-1-3）。特に都区部のマンションの価格の上昇率が大きい。

郊外（埼玉県、千葉県、神奈川県、多摩地域）のマンションの価格も都区部に

比べて緩やかであるものの、上昇している。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-1-3 マンション平均価格の推移 
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注 ：関東大都市圏（都区部、横浜市、川崎市、

千葉市、さいたま市とその周辺市町村）の勤

労者世帯を対象としている。 

資料：「家計調査（貯蓄・負債編）」（総務省）によ

り国土交通省国土計画局作成 

（２）住宅取得状況の変化 

 一方、勤労者世帯の平均年収及び住宅ローン金利は平成 18 年以降横ばいとな

っている（図表 1-1-4、1-1-5）。平成 19 年の平均年収（798 万円）を基準とす

ると、郊外のマンション（平均価格 4,189 万円（H20.3））の年収倍率は約 5.2

倍、都区部のマンション（平均価格 6,349 万円（H20.3））においては約 8.0 倍

となっている。 

このように一般の勤労者世帯がマンションを購入しにくい状況となっている。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この状況を反映するように、郊外のマンション在庫戸数は平成 18 年後半から増

加している。都区部のマンション在庫戸数については、平成 19 年末まで約 1,500

戸前後で安定的に推移していたが、それ以降、増加傾向となっている（図表 1-1-6）。 
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図表 1-1-5 長期固定金利住宅ローン 

(フラット 35)金利推移 

資料：独立行政法人住宅金融支援機構資料に

より国土交通省国土計画局作成 

図表 1-1-6 マンション在庫戸数の推移 
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資料：㈱不動産経済研究所資料により国土交通省国土計画局作成 

 

図表 1-1-4 勤労者世帯の平均年収の推移



5 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 （年度）

（億円）

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

（％）

北関東製造業
投資額

南関東製造業
投資額

対全国シェア
（北関東）

対全国シェア
（南関東）

第２節 首都圏における産業立地の動向 

 
１ 首都圏における設備投資額・工場立地件数等の動向 

（設備投資額） 

 首都圏における製造業の設備投資額は平成 15 年度まで減少傾向にあったが、高

機能・高品質の製品を生み出す生産技術の蓄積といった国内立地の利点が再評価

され、平成 16 年度以降増加傾向にある。 

北関東では設備投資額は平成 15 年度から５年連続して増加しており、対全国シ

ェアは平成 18 年度以降２年連続して増加している。南関東においても設備投資額

は平成 16 年度から４年連続して増加しており、また対全国シェアは平成 18 年度

に若干低下しているものの、平成 17 年度以降増加の傾向にある（図表 1-2-1）。 

 

 
 

（工場立地件数） 

首都圏における工場立地件数は、北関東では平成 14 年を底として平成 15 年以

降、南関東では平成 15 年を底として平成 16 年以降、一貫して増加傾向にあり、

対全国シェアも増加の傾向にある。立地件数の増加率では北関東が南関東を大き

く上回っており（北関東：172％、南関東：97％（平成 14 年度比））、県別では

特に群馬県、埼玉県、栃木県の増加が顕著である（図表 1-2-2）。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 1-2-2 工場立地（新規）件数の推移 

資料：「工場立地動向調査」（経済産業省）により国土交通省国土計画局作成

図表 1-2-1 北関東・南関東の投資額と対全国シェア 

注：平成 18 年度以前は実績、平成 19 年度は計画 
注：調査対象は、原則として資本金１億円以上の民間企

業 
注：設備投資の範囲は、自社の有形固定資産に  

対する国内投資で、かつ建物、建築物、機械装置 
ならびに土地の購入、改良造成（但し、不動産業 
における分譲用を除く）に対する投資 

注：北関東－茨城県、栃木県、群馬県 
南関東－埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県

資料：日本政策投資銀行資料により 
国土交通省国土計画局作成 
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北関東    －茨城県、栃木県、群馬県 

南関東    －埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県 

北陸     －富山県、石川県、福井県 

中部     －長野県、静岡県、岐阜県、愛知県、三重県 

近畿     －滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

中国     －鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 

四国     －徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

九州・沖縄  －福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

資料：「工場立地動向調査」（経済産業省）により国土交通省国土計画局作成

図表 1-2-3 全国ブロック別新規工場立地件数の推移 

平成 18 年の全国のブロック別新規工場立地件数の順位をみると、４位北関東、

６位南関東となっている。しかし、新規工場立地件数の増加率で見てみると、平

成 16 年から平成 17 年の増加率で８位であった北関東が、平成 17 年から平成 18

年では２位となっており、平成 18 年の一年間で新規工場立地件数を大きく増加さ

せていることがわかる。 

また景気の底と言われる平成 14 年から平成 18 年にかけての新規工場立地件数

の増加率を見ると、１位北関東、５位南関東となり、ここ数年の景気回復局面に

おいては北関東が新規工場立地件数において優位に立っていることがわかる（図

表 1-2-3）。 

 
 

 
 
 
 
 

（有効求人倍率） 

首都圏の有効求人倍率の推移をみ

ると、平成 14 年以降の景気回復局面

においては全都県において上昇傾向

がみられ、その伸びは全国の平均を

上回っており、首都圏における地域

経済が好調に推移していることがわ

かる（図表 1-2-4）。群馬県、栃木県

については図表 1-2-2 でみるように

工場立地件数も高水準で推移してお
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図表 1-2-4 首都圏における有効求人倍率の推移 

資料：「職業安定業務統計」（厚生労働省）により 
国土交通省国土計画局作成 
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り、製造業における積極的な投資が好調な地域経済を支える一つの要因であるこ

とが推測される。 

 

２ 首都圏の製造業を支える物流の事例 

（首都圏の物流の特徴） 

平成 17 年の首都圏内の物流は、首都圏以外の他圏域においては同一県内の流動

量が際だっているのに比べ、異なる２都県間の貨物流動量が大きく、首都圏内各

都県がモノの流れにおいても互いに密接な関わりを持っていることがわかる（図

表 1-2-5）。また、圏域単位の流動量の推移でみると、首都圏内流動量が減少して

いる一方、他圏域との間の流動量が増加する傾向が見られ、首都圏と他圏域との

相互依存が高まっていると言える。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（自動車関連産業の工場立地と物流基盤） 

工場立地と物流基盤が極めて密接に関連する例としては、自動車関連産業があ

げられる。自動車関連産業は我が国の基幹産業であり、主要輸出品でもある。特

に完成品は体積・重量ともに大きい製品であるため物流コストの削減が重要な課

題であり、海外輸出では 100％、国内向けでもメーカーによって３割から８割程度

が、自動車専用船等の海運を利用していることから、工場立地においては港湾施

設へのアクセスが重視される傾向が見られる。また自動車部品メーカーでは自動

車メーカーへのアクセスが重視されている。 

首都圏においては西部の広い範囲で工場集積がみられる。これらの工場で生産

された完成車の販売物流をみると、群馬県及び神奈川県を発地として全国への流

動が確認されるほか、神奈川県内、群馬県から神奈川県、埼玉県から千葉県への

流動量が他に比較して大きく（図表 1-2-6）、群馬県、神奈川県で製造された自動

車が日本国内各地で販売されると同時に、神奈川県、千葉県の港から多く輸出さ

れていることがわかる。 
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図表 1-2-5 都府県間貨物流動量（三大都市圏）（全品目計、平成 17 年） 

資料：「全国貨物純流動調査(物流センサス)」（国土交通省）により国土交通省国土計画局作成 
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（半導体関連産業の工場立地と物流基盤） 

我が国において自動車産業に次ぐ輸出額を占めるのが、半導体等の電子部品で

ある。首都圏においても輸出額の第１位が自動車、第２位が半導体等電子部品で

ある。半導体工場は、きれいな水や空気が得られることを条件として製造場所を

求める傾向があることから、その工場は内陸部に多く立地している。半導体関連

製品は高付加価値商品であるため、航空機を利用した輸出入が多く行われており、

工場立地においては空港施設へのアクセスが重視される傾向がみられる。 

 

（首都圏における工場立地と物流基盤の関わり） 

首都圏における新規工場立地地点の特徴を、物流基盤との関わりの視点からみ

てみる。 

平成 15 年度から平成 19 年度（4～9 月）までの大規模工場用地等取引件数をみ

ると、整備が進み順次開通区間が増して来ている首都圏中央連絡自動車道、北関

東自動車道へのアクセスの良い沿線エリアにおいて立地件数が増加していること

がわかる（図表 1-2-7）。また近年はインターチェンジにより近い場所に立地する

工場が増えており、その傾向は北関東が顕著である（図表 1-2-8）。 

首都圏中央連絡自動車道、北関東自動車道の整備促進により首都圏高速道路ネ

ットワークの利便性が近年急激に高まりつつあり、今後のさらなる整備促進を見

込んでの立地が多いものと考えられる。 

図表 1-2-6 「自動車」の都道府県間流動量 
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資料：「全国貨物純流動調査(物流センサス)」（国土交通省）により 

国土交通省国土計画局作成  
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注：工場（研究所を含む）を建設する目的をもって 1,000 ㎡以上の用地を取得したものを集計している。

資料：「工場立地動向調査」（経済産業省）により国土交通省国土計画局作成  

図表 1-2-7 大規模工場用地等取引件数 

Ａグループ：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県  
Ｂグループ：千葉県、東京都、神奈川県、山梨県  
注：平成19年度値は、4月～6月の合計値 
資料：「工場立地動向調査」（経済産業省）により国土交通省国土計画局作成 

図表 1-2-8 新規立地工場とインターチェンジとの距離 

高規格幹線道路
都市高速道路

【 】 道路 

都道府県界

【 】 行政界 

【 】 空港 

その他外貿コンテナ港

【 】 港湾 

スーパー中枢港湾

（ ）同上 将来 

供用中(主な空港)

建設中

市町村界

東京湾アクアライン
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図表 1-3-2 自然への関心 

図表 1-3-1 緑地等の面積構成比の変化 

注：ここでは、「国土数値情報」（国土交通省）の土地利用分類について、便宜上、森林・荒地（ゴルフ場

を含む）を「緑地」に、田・その他の農用地を「農地」に、河川及び湖沼・海浜・海域を「水面」に、建

物用地・幹線交通用地・その他の用地を「その他」にそれぞれ分類している。 

資料：「国土数値情報」（国土交通省）により国土交通省国土計画局作成 

（首都圏全体） （既成市街地等） 

資料：「自然の保護と利用に関する世論調査」（内閣府）により国土交通省国土計画局作成 
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27%

21%

22%

27%

29%

32%

5%

6%

6%

48%

44%

40%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

既成
市街地等
(H09)

既成
市街地等
(S62)

既成
市街地等
(S51)

緑地 農地 水面 その他

30.6

31.0

26.7

55.9

56.5

58.9

12.6

11.1

12.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都区部

関東

全国

非常に関心がある どちらかといえば関心がある
あまり関心がない 全然関心がない
わからない

（％）

第３節 首都圏の自然環境の保全等の動向 

１．首都圏の自然環境の現状と住民の意識 

（１）自然環境の現状 

 首都圏全体の緑地、農地、水面（以下「緑地等」という。）の面積構成比の変化

についてみると、平成９年では 82％を占めているが、約 20 年前の昭和 51 年の 86％

と比較すると、４ポイント減少している。次に、都心からおよそ 50km の範囲内に

相当する既成市街地及び近郊整備地帯（以下「既成市街地等」という。）に限って

同様にみると、平成９年は 52％を占めており、約 20 年前の昭和 51 年の 60％と比

較すると８ポイント減少している。（図表 1-3-1） 

  

 

 

 

 

 

 

（２）自然環境に関する世論 

 人々の「自然への関心」についてみると、「非常に関心がある」あるいは「どち

らかといえば関心がある」という人の割合は都区部で 86.5％であり、わずかでは

あるが全国計の 85.6％よりも高くなっている（図表 1-3-2）。 

 

 

 

 

 

 

「自然保護は必要」と考える人の割合は、全国的に高い水準にある。また、「自

然保護に最も力を入れるべき地域」についてみると、「都市やその周辺の自然が残

っている地域」をあげる人の割合は、都区部で 45.0％となっており、最も高い割

合を占めている（図表 1-3-3）。次に、「行政に加えて自然保護を特に担うべき主体」
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図表 1-3-4 行政に加えて自然保護を担うべき主体 

（二つまで回答） 

図表 1-3-3 自然保護に最も力を入れるべき地域  

図表 1-3-5 首都圏の都市環境 

インフラデータベース 

  （取組事例検索結果イメージ） 

資料 1-3-3 及び 1-3-4 ともに「自然の保護と利用に関する世論調査」（内閣府）により国土交通省国土計画局作成

資料：国土交通省 

45.0

39.9

33.2

40.5

38.3

45.0
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5.4
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わからない

（％）

1.8

0.9

11.7

33.3

34.2

59.5

33.3

2.5

0.4

15.7

31.9

41.4

44.4

43.1
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わからない

その他

専門家
研究者

個人

ＮＰＯ

企業

地域社会

関東

都区部

（％）

についてみると、関東や都区部の人は、地域社会、企業、ＮＰＯなどをあげる人

が多く、多様な主体による取組を必要と考えている傾向にある（図表 1-3-4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．都市環境インフラのグランドデザインの経緯と進捗 

 都市再生プロジェクト(第三次決定：平成 13 年 12

月)に位置付けられている｢大都市圏における都市環

境インフラの再生｣を踏まえ、首都圏における水と緑

のネットワークを構築し、都市に潤いを与えること

を目的として、「首都圏の都市環境インフラのグラン

ドデザイン」が平成 16 年３月に策定された。 

これまでも近郊緑地保全制度などの地域制緑地制

度等を活用した自然環境の保全をはじめとして、行

政界を超えた広域的な取組、行政や市民、ＮＰＯ等

の多様な主体の連携による取組などが進められてい

る。 

これらの取組を首都圏の自然環境に関する情報や

効果的な取組を首都圏住民で広く共有し、自然環境

の保全・再生・創出の取組をより一層進めることを

目的に、「首都圏の都市環境インフラデータベース」（以下「都市環境データベー

ス」という。）を平成 19 年７月に公開した。都市環境データベースは、首都圏の

自然環境に関する情報や効果的な取組をＧＩＳ上で検索することできるようにし

たものである。 

今後も、近郊緑地保全制度等を活用した自然環境の保全や行政界を超えた広域

的な視点での取組、行政だけでなく、企業や市民団体など、多様な主体の連携に

よる取組等を重点的に進めることとなる。 
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資料：「首都圏の都市環境インフラの 

グランドデザイン」 

（自然環境の総点検等に関する協議会） 

図表 1-3-7 首都圏の保全すべき自然環境 

図表 1-3-8 多摩・三浦丘陵広域連携のイメージ 

資料：多摩・三浦丘陵の緑と水景に関する広域連携会議 

資料：神奈川県 

図表 1-3-6 自然環境保全活動の様子

（カニパトロールの状況） 

３．自然環境の保全等に向けた取組 

 グランドデザインの地域別行動方針を踏まえ、各地域で自然環境の保全・再生・

創出に向けた取組が行われている。 

 

（近郊緑地保全区域における自然環境保全の取組状況） 

首都圏近郊緑地保全法（昭和 41 年法律第 101 号）

に基づく近郊緑地保全区域の指定については、グラ

ンドデザインの地域別行動方針において、「保全すべ

き自然環境」を踏まえ、指定を推進することが示さ

れている。 

これを受けて、平成 17 年度に、神奈川県の三浦

半島南部に位置する約 70ｈａの緑地を、新規とし

ては 32 年ぶりに小網代近郊緑地保全区域として

指定した。 

区域の指定を契機として、小網代野外活動調整会

議がＮＰＯ法人化され、これらの組織を中心とし

て、カニパトロール、アカテガニの放仔観察や希

少種を含む動植物などの自然観察会など、様々な

保全活動や環境学習活動等の取組が進められてい

る。 

今後は、グランドデザインの中で位置付けられ

た「保全すべき自然環境」（図表 1-3-7）等を踏ま

え、関係省庁、地方自治体との連携を図り、地元

の理解を得ながら、近郊緑地保全区域の指定を進

め、首都圏に残る貴重の緑地の保全に努めていく。 

 

（広域的な連携による取組） 

多摩・三浦丘陵では、関係する 13 の

市町が連携し、共通の認識を持って緑

地等の自然環境の保全を進めていくた

め「多摩・三浦丘陵の緑と水景に関す

る広域連携会議」（以下「広域連携会議」

という。）が平成 18年９月に発足した。 

 平成 18 年度の広域連携会議では、貴

重な自然環境の保全・再生・創出・活

用について連携した取組を進めるため、

「多摩・三浦丘陵自治体広域連携『取
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図表 1-3-9 東京グリーンシップ・アクションの実施実績 

資料：東京都資料より国土交通省国土計画局作成 
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り組みの基本的方向性』」を平成 19 年３月に策定した。 

 平成 19 年度には、最終到達点に関する合意形成と広域的に市民と自治体とが取

り組むべき課題の抽出、市民への情報発信の仕組み作りなどの検討を行った。 

今後は、これまでの検討結果を踏まえ、多摩・三浦丘陵における自然環境の保

全・再生・創出・活用に関し、効果的な市民活動への支援など、諸施策の推進に

努めることとしている。 

 

（官民連携による取組）  

 東京都では、平成 15 年度から、都内に

ある 46 の保全地域を対象に、企業等、Ｎ

ＰＯ法人等、都、都民の連携による自然

環境保全活動として、「東京グリーンシッ

プ・アクション」（以下「グリーンシップ・

アクション」という。）を実施している。 

 グリーンシップ・アクションは、例え

ば企業等、ＮＰＯ法人等、都の役割分担

を定めた協定を締結し、必要に応じて、

都民がボランティアとして保全活動に参

加し、自然を保全していく取組である。下草刈などの樹林の維持管理活動や自然

観察会などの自然とのふれあい活動等が主に取り組まれている。 

 平成 15 年度に１地域１社の参加ではじまったグリーンシップ・アクションは、

平成 19 年度には９地域 22 社２団体が参加するまで拡大・発展している（図表

1-3-9）。 
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第１節 人口の状況 

首都圏の人口は、平成19年10月１日現在4,270万人で、全国の33.4％を占めている。 

人口動態についてみると、出生数から死亡数を引いた「自然増減」は一貫して増加してい

るものの、その増加幅は縮小基調で推移しており、平成19年は4.3万人増となっている。

他方、転入者数から転出者数を引いた「社会増減」は平成６、７年に一時減少に転じたもの

の、近年は増加基調で推移しており、平成19年は13.8万人増となっている（図表2-1-1）。 

 図表2-1-1　首都圏の人口、自然増減数及び社会増減数の推移
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注  ：人口は10月１日現在、自然増減及び社会増減は前年の10月１日から当年の９月30日までの期間による。
資料：「国勢調査」、「国勢調査結果による補完補正人口」及び「10月１日現在推計人口」（いずれも総務
　　　省）により国土交通省国土計画局作成  

 

高齢化の状況を東京都心からの距離圏別にみ

ると、高齢化率が30％を上回るような高齢化が進

展している地域は、東京都心からおおむね 60km

以上離れた首都圏外縁部に多く存在している。ま

た、外縁部ほどではないものの、10km圏では、高

齢化率が比較的高くなっている一方、20km・30km

圏では比較的低くなっている（図表2-1-2）。 

 

【第２章 首都圏整備の状況】 
 交通・物流ネットワークの整備状況、災害対策の動向、産業の動向等について

整理。首都圏整備計画に基づく諸施策の紹介。 

図表2-1-1 首都圏の人口、自然増減及び社会増減数の推移 

図表 2-1-2 首都圏における高齢化の現状 

注 ：平成19年３月31日現在の状況。 

資料：「住民基本台帳人口要覧」（総務省）により国土交通省国土計

画局作成 
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図表2-2-1 空室率と新規供給面積の推移 
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第２節 活力創出に資する機能の状況 
１．業務機能の状況 

都区部の賃貸事務所の空室率は、平成 15

年以降、景気回復に起因するオフィス需要の

増加により、年々減少している。平成 19 年

末においては、250千坪程度の新規供給があ

ったにも関わらず、空室率は1.8％となって

おり、過去 10 年間で最低の空室率となって

いる。 

 

 

 
 
 
 
２．産業機能の状況 
（首都圏における産業の成長） 
 首都圏は全国のＧＤＰの37.3％を占めてお

り、日本経済において重要な圏域である。ま

た、「首都圏の圏域総生産（実質：連鎖方式）

における第３次産業のシェア」をみると、全

体の80.4％と大きなウェイトを占めている。

中でも、サービス業は、圏域総生産の24.5％

を占めており、首都圏経済の主要な産業とな

っている（図表2-2-2）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注 ：新規供給面積は年間の値、空室率は年末の値 

（東京23区） 

資料：（株）生駒データサービスシステム資料により 

国土交通省国土計画局作成 

図表2-2-2 首都圏の圏域総生産（実質：連鎖方式） 

における第３次産業のシェア 

注 ：合計値は、便宜的に該当項目を積み上げて作成しているが、

統計の性質上、積み上げた合計値と実質値は一致しない。 
資料：「県民経済計算」（内閣府）により 

国土交通省国土計画局作成 

(千坪) (％) 
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図2-2-3 ソフト系IT関連産業の基準駅から半径1km圏内の

事業所数とその伸び率～山手線沿線～ 

平成18年10月～平成19年９月時点 

（ソフト系ＩＴ産業の集積動向） 
東京都山手線周辺の主要なターミナル駅

から半径１km 圏内にあるソフト系ＩＴ産業

の事業所数の過去１年間（平成18年10月～

平成 19 年９月）の伸びをみると、秋葉原、

茅場町といった、従来から事業所数が伸び続

けている地域においては引き続き堅調な事

業所数の伸びがみられる。 

 

 
 
 
 
 
（工業機能の状況） 
首都圏における製造業は、平成 17 年に事業所数が対前年比で 2.5％増、従業者数ほぼ横

ばい、製造品出荷額等は 2.8％増となっている。この背景には、日本経済全体が平成 14 年

の初めから戦後最長の景気回復・拡張を続けており、内需や輸出が拡大していること等が考

えられる。 

 

（農林水産業に関する機能の状況） 

首都圏の農業は、野菜について東京都中央卸売市場に集まる野菜総取扱量の約 45％（平

成19年）を産出しており、新鮮で安全な農産物の供給という重要な役割を果たしている。 

林業は産出額が継続して減少傾向にあったが、平成18年は減少傾向に歯止めがかかった。 

水産業は漁業生産額が平成16年から18年にかけては減少傾向にある。 
 
 

資料：国土交通省国土計画局調べ 



17 

第３節 個人主体の多様な活動の展開 
１．ＮＰＯ法人の現状と支援 
（ＮＰＯ法人の現状） 
近年、福祉、環境、まちづくりなど様々な分野において、民間非営利団体による社会貢献

活動が活発化している。ＮＰＯ法人の数は、ＮＰＯ法の施行以降、増加し続けており、平成

19年末時点での認証法人数は全国で33,389となっている。首都圏においては、全国の約35％

にあたる11,733の団体がＮＰＯ法人として認証されている(図表2-3-1)。 

 
（ＮＰＯ法人への支援） 
ＮＰＯ法人に係る税制上の措置としては、認定ＮＰＯ法人に対して支出した寄附金につい

て、寄附金控除等の対象とする措置が平成13年10月から講じられている。その後、この認

定ＮＰＯ法人制度については、認定要件の緩和、みなし寄附金制度の導入等の改正が行われ

てきた。首都圏における認定ＮＰＯ法人数は、平成19年末現在で48（全国では75）となっ

ている(図表2-3-2)。 

 

 

 
33,389

NPO法人
（全国）

11,733

NPO法人
(首都圏)

24,893公益法人
（全国）
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25,000

30,000

35,000

平成10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 （年）

法
人
数

（法人）

図表 2-3-1 ＮＰＯ法人数の推移 

注：ＮＰＯ法人数は各年 12 月末現在、公益法人数は各年

10月１日現在の値である。 

資料：内閣府資料及び「公益法人に関する年次報告」（総

務省）により国土交通省国土計画局作成 
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2

図表 2-3-2 租税特別措置法に基づく認定

NPO法人数の推移 

注 ：各年12月末現在の値である。 

資料：国税庁資料により国土交通省国土計画局作成 
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２．テレワークの推進 

 テレワークは、情報通信技術を活用した場所や時間にとらわれない柔軟な働き方であり、

通勤混雑解消や災害時に対する脆弱性の解消、ワーク・ライフバランスの実現などに寄与す

るものとして期待されている。 

 テレワーカーの就業者に占める比率については、平成22 年までに２割を達成することが

目標と掲げられており、平成19 年５月には「テレワーク人口倍増アクションプラン」が策

定された。 

 平成 19 年度は、職場や自宅以外での就労を可能にするテレワークセンターの必要性、課

題等を検討するため、横浜市・鶴ヶ島市で実証実験を実施した。 

 

３．高齢者、障害者等の生活・社会的活動への支援 

高齢者や障害者をはじめ誰もが安心して暮らせる生活環境を整備するため、様々な取組が

進められている。 

「高齢者の居住の安定確保に関する法律」では、60 歳以上の単身・夫婦世帯等を入居対

象に、バリアフリー化された優良な賃貸住宅の民間活力による供給を促進することを目的と

して、「高齢者向け優良賃貸住宅制度」が創設され、首都圏における認定戸数は、平成19年

３月末時点で2,834戸となっている（図表2-3-3）。 

さらに、高齢者、障害者等の円滑な移動及び建築物等の施設の円滑な利用を確保するため

の施策を総合的に推進する「バリアフリー新法」に基づき、市町村は、旅客施設を中心とし

た地区や高齢者、障害者などが利用する施設が集まった地区における旅客施設、建築物、道

路、路外駐車場、都市公園、信号機などのバリアフリー化に関する基本的事項を記載した基

本構想を作成できることとなっている。首都圏においては平成19年12月末時点で、全市町

村の約20.7％にあたる市町村が基本構想を作成している（図表2-3-4）。 

 

 

 

 

注1：各年12月末現在における作成状況。バリアフリー新法の 

施行日（平成18年12月20日）以前は、旧交通バリアフリー 

法に基づく基本構想の作成市町村数による。 

注2：市町村割合は、平成19年12月31日時点の市町村数で計算 

している。 

資料：国土交通省 

注 ：（財）高齢者住宅財団調べの数値であり、独立行政法人都市 
再生機構が整備したものは含んでいない。 

資料：（財）高齢者住宅財団資料により国土交通省国土計画局作成 

図表2-3-3 高齢者向け優良賃貸住宅の認定状況 

（首都圏） 

図表2-3-4 バリアフリー新法等に基づく基本構想の作成状況 
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第４節 環境との共生 

１．自然環境の保全等の取組 

平成16年３月に策定された「首都圏の都市環境インフラのグランドデザイン」に基づき、

自然環境の保全・再生・創出に関する様々な取組が行われている。 

 

（地域における取組事例） 

市川市では、千葉県が整備した大柏川第一調節池において、「自然環境の創設」をテーマ

として、自然と触れ合える空間、人々が憩える水辺となるように、平成９年度から千葉県と

共に「水辺プラザ整備事業」を実施してきた。この事業は、市民団体の協力も受けながら実

施し、平成19 年度に「大柏川第一調節池緑地」の供用を開始した。今後は、市民が自然と

触れ合う場として、積極的に活用されることが期待されている。 

 

２．河川・海域環境の保全・回復 

首都圏の水質状況（平成18 年度）については、河川におけるＢＯＤの環境基準達成率が

首都圏全体で約83％となっており、全国の約91％と比較して低い状況である。また、湖沼

においてはＣＯＤの環境基準達成率が、首都圏全体で約53％と依然低い状況である。 

国や地方公共団体は、引き続き河川環境の整備や下水道の整備等による水質改善対策を実

施し、河川や湖沼等の水質改善を推進している。 

 
３．廃棄物の適正処理の推進 

首都圏では、産業廃棄物最終処分場の残存容量が依然逼迫しており、廃棄物の発生抑制と

ともに、より一層のリサイクルの推進が求められている。 

京都議定書の温室効果ガス６％削減約束を果たすため、「地球温暖化の推進に関する法律」

に基づき、平成17年４月28日に京都議定書目標達成計画（以下「目標達成計画」という）

が閣議決定された。同計画に基づき、これまでも所用の取組を進めてきたが、京都議定書の

第１約束期間が平成20年度から本格開始されることなどから、約束を確実に達成するため、

見直しの議論を行い、平成20年３月28日、上下水道や廃棄物分野等における温暖化対策の

追加・強化を盛り込んだ改定目標達成計画が閣議決定された。 
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第５節 安全・快適で質の高い生活環境の整備 

１．安全な暮らしの実現 

（密集市街地の整備改善） 
密集市街地の整備改善に向けて、現状の取組速度では平成23 年度末までの目標の達成が

難しい状況にあることから、平成19 年１月、第十二次の都市再生プロジェクトとして、密

集市街地整備の取組を加速することが決定された。これを受けて、危険な密集市街地のリノ

ベーションを戦略的に推進するため、平成19 年３月に「密集市街地における防災地区の整

備の促進に関する法律」を改正した。 

 

（首都直下地震対策に関する取組） 

中央防災会議では、平成17 年 9 月に策定

した「首都直下地震対策大綱」に基づき、定

量的な減災目標と具体的な実現方法を定め

た「地震防災戦略」や地震発生時の各機関の

具体の役割などを定めた「応急対策活動要

領」等を策定してきた。 

さらに、避難者対策及び帰宅困難者対策に

ついて、中央防災会議に「首都直下地震避難

対策等専門調査会」を設置し、平成 18 年８

月より検討が開始されている。 

「首都直下地震対策大綱」では、緊急地震

速報を活用し被害の軽減を図ることとして

いる。この緊急地震速報は地震の発生直後に、

観測データを解析して震源や地震の規模を

直ちに推定し、これに基づいて各地での震度

を推定し、可能な限り素早く知らせる情報である。緊急地震速報は、関係機関の連携の下、

周知・広報が行われたのちに、平成19年10月から広く国民に対して提供が開始されている。

また平成19年12月の「気象業務法」の一部改正により、確実な発表及び伝達を担保するた

め、緊急地震速報は地震動の警報・予報として発表されている。 

 

（首都圏における水害対策） 

都市型水害に対しては、河川改修、下水道施設の整備等による浸水対策、雨水貯留浸透施

設の整備等の流域対策、浸水想定区域の指定等の被害軽減対策など、ハード・ソフト両面か

らの総合的な治水対策が図るとともに、雨に強い都市づくりを実現するため、地域における

関係主体が一体となって、雨水の流出抑制や民間による被害軽減対策を推進している。 
 
２．魅力ある居住環境の整備 

市区町村別の住宅着工統計等を用い、バブル経済崩壊後の首都圏における住宅の供給動向

図表2-5-1 緊急地震速報のしくみ 

資料：気象庁 
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を分析した。分析に当たっては、住宅の種類別だけでなく、東京70km 圏内の市区町村を対

象とした幅10km毎の距離圏を設定した。 

（住宅の種類別供給動向） 

東京70km圏内における平成２年から平成19年までの累計着工戸数は約785万戸となって

おり、戸建持家、戸建分譲の戸建型が全体の約 35％を占める一方、共同貸家、共同分譲の

共同型が約59％と、共同型の占める割合が大きい（図表2-5-2）。 

 

（分譲マンションの供給動向） 

共同分譲型（分譲マンション）の供給動向を東京圏についてみると、平成12 年をピーク

に減少基調で推移しており、平成18年に11.5%減と大幅に減少した後、19年は減少幅が更

に拡大し、前年比 18.1%減の 61.0 千戸となっている。とりわけ東京都区部は前年比 30.0%

減の16.6千戸となり、神奈川県の供給戸数を12年ぶりに下回った（図表 2-5-3）。 

 
図表2-5-3 東京圏におけるマンション供給戸数の推移 

 

 

図表2-5-2 70km圏内における利用関係・建て方別の累計住宅着工戸数（平成２～19年の累計） 

 
 
 
 
 
 
 
注１：「給与住宅」とは、会社、官公署、学校等がその社員、職員、 

教員等を居住させる目的で建築するもの。 

注２：網掛け部を、右図中の「その他」の住宅型に分類した。 

資料：「住宅着工統計」（国土交通省）により国土交通省国土計画局作成 

0

20

40

60

80

100

120

平成2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

供
給
戸
数
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資料：㈱不動産経済研究所資料により国土交通省国土計画局作成

単位：戸数

一戸建 長屋建 共同 合計

持家 1,772,525 13,374 30,241 1,816,140

貸家 48,244 225,353 2,895,097 3,168,694

給与住宅 8,767 3,867 104,014 116,648

分譲住宅 970,527 9,122 1,772,857 2,752,506

合計 2,800,063 251,716 4,802,209 7,853,988

戸建持家
23%

共同貸家
36%

戸建分譲
12%

共同分譲
23%

その他
6%
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資料：国土交通省

図表 2-6-1 首都圏の三環状道路の開通予定 

資料：国土交通省 
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図2-6-3 首都圏のブロードバンド整備・普及状況 

（平成19年12月末現在） 

資料：総務省資料により国土交通省国土計画局作成 

第６節 将来に引き継ぐ社会資本の整備 

１．交通体系の整備 

陸上輸送に関しては、首都圏三環状道路の整備、既存高速道路ネットワークの有効活用、

鉄道の混雑緩和や利便性向上、踏切対策の推進等が行われている。航空輸送に関しては、成

田空港の滑走路北伸による2,500m 化の整備、東京国際空港の再拡張事業等が進められてい

る。また海上輸送に関しては、わが国の港湾の国際競争力向上を目的としたスーパー中枢港

湾プロジェクトの推進、国際幹線航路の整備等が行われている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．情報通信体系の整備 

2010 年度までにブロードバンド・ゼロ地域を解消することを目標に、利子助成等の整備

促進措置を講じ、ブロードバンドの整備を推進している。首都圏におけるブロードバンド世

帯普及率は約64％と、全国の約55％を上回っているが、2%程度の世帯でブロードバンドを

利用する環境が未整備となっている（図表2-6-3）。 

平成23年までに地上デジタル放送への完全移行を実現するため、デジタル施設の整備に

対して税制・金融上の支援を行っている。首都圏では、東京タワーに代わる新タワーの構想

が進められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表2-6-2 東京港中央防波堤外側地区

国際海上コンテナターミナル

（水深 16m岸壁等）
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資料：横浜市

図表2-6-4 象の鼻地区再整備イメージ 
３．沿岸域の利用 

都市再生プロジェクトを受け、首都圏にお

いて広域的な防災活動の核となる基幹的広

域防災拠点の整備を行っており、東京湾の有

明の丘地区の一部及び東扇島地区において

平成20年度からの機能発揮を予定している。 

また循環型社会の実現を図るため、東京湾

沿岸域において様々な取組が行われている。

一方、市民に開かれたウォーターフロントの

創出等の魅力づくりとして、親水性のある緑

地や護岸の整備が進められ、横浜港では象の

鼻地区の再整備が行われている。 
 

４．都市再生施策の進捗状況 

都市再生緊急整備地域に指定された地域においては、都市再生の実現に向けたプロジェク

トが着実に進められている。 

「大崎駅周辺地域」内の（仮称）大崎西口開発計画では、駅前広場規模拡充・整形化、公

共駐車場の整備を行うとともに、大崎駅と連結する歩行者デッキを整備するなど、大崎駅周

辺の都市再生を牽引する業務・商業拠点の整備が図られている（平成19年８月竣工）。 
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第７節 首都圏整備の推進 

１．首都圏整備計画 

首都圏整備計画は、「基本編」及び「整備編」により構成されており、計画期間は、基本

編が平成27年度まで、整備編が平成18年度から概ね５年間となっている。この計画は、国

土形成計画全国計画や広域地方計画、大都市圏制度の在り方の検討等を踏まえ、必要に応じ

て見直しを行うものとしている。 

 

２．業務核都市の整備 

平成20年3月に川越業務核都市基本構想が策定され、承認・同意された地域が13地域とな

った。 

 

３．大深度地下の適正かつ合理的な利用の推進 

事業の共同化、事業区域の調整等を適切に行うため、関係行政機関・関係都府県で組織し、

国土交通省関東地方整備局が運営する首都圏大深度地下使用協議会を設置している。平成19

年１月には幹事会を開催し、東京外かく環状道路についての事業間調整に係る周知を行い、

６月には協議会において事業間調整の結果について報告を行った。 

 

４．筑波研究学園都市の整備 

筑波研究学園都市は、「筑波研究学園都市建設法」に基づく「研究学園地区建設計画」と

「周辺開発地区整備計画」に従い、都市整備が着実に進められている。本都市の研究学園地

区に移転・新設した国等の研究教育機関等については、現在31機関が業務を行っており、周

辺開発地区の研究開発型工業団地を中心に約200社の民間研究所や研究開発型企業が立地し

ている。 

 

５．国の行政機関、国会等の移転の推進 

国の行政機関等の移転については、首都機能の過度の集中の是正等を目的として、国の行

政機関や特殊法人の主たる事務所等の円滑な移転が推進されている。 

平成19年度までに、移転対象の68機関11部隊等のうち62機関11部隊等の移転が完了してい

る。 

残る移転対象機関についても、円滑に移転が実施されるよう、その着実な推進を図ってい

る。 

平成15年に、国会において「国会等の移転に関する政党間両院協議会」が設置され、平成

16年12月には「座長とりまとめ」がまとめられた。今後、同協議会において、分散移転や防

災、とりわけ危機管理機能の中枢移転などについての考え方を深めるための調査、検討を行

うこととされている。 
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